
Ⅰ．事業評価総括表 
（単位：円）

番号 交付金事業の名称 交付金事業者名又は間接交付金事業者名 交付金事業に要した経費 交付金充当額 備 考

1 広報・調査等事業 福島県 37,663,494 37,663,494



令和２年度広報・調査等交付金を活用した事業概要の公表について

都道府県名 事業主体 交付金事業の名称 交付金事業の概要 総事業費 交付金充当額 交付金事業の実施場所 備考

37,664,494

番号

1

単位（円）

福島県内福島県 福島県 広報・調査等交付金

　原子力発電施設等が地域住民等の生活に及ぼす影響について、関係自治体
等と情報共有を図りながら、情報収集等や監視を行うため、原子力対策監及び
原子力専門員の委嘱、廃炉安全監視協議会の立入調査等及び現地駐在職員に
よる状況確認等を実施しました。
　また、上記取組や放射線等に関する情報を地域住民等の理解の向上を図るた
め、県ホームページ、冊子などの媒体を通じて、広報を行いました。

37,663,494



Ⅱ．事業評価個表

予定なし
成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

講演会講師謝金 ー 柴崎直明　ほか 25,200

43,402常光サービス　（株）随意契約 （少額）衛生費
12,660NHK受信料 随意契約 （特命） 日本放送協会

事務スペース賃借料 随意契約 （少額） 東京電力ホールディングス　（株） 514,800

事務消耗費等 随意契約 （少額） 進和ビジネス　（株）　ほか 2,418,733
通信費 随意契約 （少額） 東日本電信電話（株）札幌サービスサポートセン 2,584,712

光熱水費 随意契約 （少額） 東北電力　（株） 332,871

車両燃料費 随意契約 （少額） 福島県石油業協同組合　ほか 204,916
ＥＴＣ使用料 随意契約 （少額） （株）　大東クレジットサービス 34,410
新聞購読料 随意契約 （少額） 脇沢新聞店 79,200

電子看板電気料 一般競争入札 東北電力（株）　 58,866

市町村打合せ等旅費 － 県庁職員　（延べ　105名） 171,920

資料作成費 一般競争入札 富士ゼロックス福島　（株）　ほか 1,153,595

講演会講師謝金 ー 柴崎直明　ほか 400

ＮＨＫ受信料 随意契約 （特命） 日本放送協会 50,905
原子力発電関連団体協議会負担金 － 原子力発電関連団体協議会 130,000

「廃炉に向けた取り組み状況に係る広
報誌」作成

随意契約 （公募） （株）　ライトエージェンシー 8,709,100

新聞等購読料 随意契約 (少額） （株）三宅新聞店　ほか 574,668
測定機器点検校正費 一般競争入札 （株）千代田テクノル 3,018,992
人件費(賃金、社会保険料等) － 事務補助員　ほか　(延べ 34名） 4,226,194

原子力専門研修 随意契約（特命） 国立研究開発法人日本原子力開発機構　ほか 1,937,831
原子力専門研修に係る会場借上料等 随意契約（少額） （公財）福島市振興公社 14,620
原子力関係書籍代 随意契約 (少額） （株）大成出版社　ほか 147,628

会議等における委員等への飲食代 随意契約（少額） 福島グリーンパレス　ほか 15,680
議事録作成筆耕代等 随意契約（少額） （株）東北議事録センター 250,800
原子力発電所状況調査等に係る旅費 － 県庁職員　（延べ　125名） 399,600

委員等謝金 － 専門委員 ほか (延べ201 名) 1,686,600
委員等旅費 － 専門委員　ほか　（延べ 44名） 388,745
会場等借場料 随意契約 (特命・少額） 福島グリーンパレス　ほか 790,170

交付金事業の成果指標

･各種会議・協議会・部会（立入調査・現地調査含む）　18回
・避難者用広報誌　4回発行
・冊子｢原子力行政のあらまし｣作成　500冊、県民への情報提供（電子掲示板）　6箇所
・リスク管理アドバイザー派遣　2回

交付金事業の成果及び評価

・各種会議・協議会・部会（立入調査・現地調査含む） 15回開催しました
・避難者用広報誌 4回発行、廃炉安全確保県民会議のライブ配信を行いました。
・冊子「原子力行政のあらまし」作成 500冊、県民への情報提供（電子掲示板） 6箇所で行いました
・リスク管理アドバイザー派遣は、 0回でした。

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

総事業費 37,663,494
交付金充当額 37,663,494
うち文部科学省分
うち経済産業省分 37,663,494

交付金事業の成果目標
・福島第一子力発電所の監視体制を強化し、地域住民等の生活におよぼす影響を把握します。
・原子力発電施設等に関する地域住民等の理解向上を図るとともに、正確で迅速な情報発信を行います。

番号 交付金事業の名称
1 広報・調査等事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福島県
交付金事業実施場所 福島県内

交付金事業の概要

　原子力発電施設等が地域住民等の生活に及ぼす影響について、関係自治体等と情報共有を図りながら、情報収集
等や監視を行うため、原子力対策監及び原子力専門員の委嘱、廃炉安全監視協議会の立入調査等及び現地駐在職
員による状況確認等を実施しました。
　また、上記取組や放射線等に関する情報を地域住民等の理解の向上を図るため、県ホームページ、テレビ、冊子な
どの媒体を通じて、広報を行います。

会議映像配信 一般競争入札 （株）　ステージ 1,432,980
動画編集

「廃炉に向けた取り組み状況に係る広
報誌」配布手数料

市町村職員 4,041,800-

広報冊子（原子力行政のあらまし）作成 随意契約 （少額） （株）　阿部紙工 1,650,000

広報用車両保険料他 随意契約 （少額） （株）　大越自動車整備工場　ほか 495,496

随意契約 （少額） 66,000
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